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「湖北圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議会」の検討経過と今後の課題

協
議
会

実
行
委
員
会
議

湖北地域振興局管内の２市が国・県とともに、専門的な学識経験等に基づく助言をいただきながら、姉川、高時川等の洪水や土石流危険渓流等からの土砂災害による被害を回避・軽減するためのソフト対策を協議し、自助・共助・公

助のバランスのとれた地域防災力の再構築を図る。

また、協議会では広域的な避難誘導体制の確立など、様々な観点から効果的なソフト対策の検討を行う。

きめ細かい河川防災情報の提供に関する検討 梓河内地区土砂災害に強い地域づくり計画WG

地区別避難計画(案)の策定に

関する検討(大井町)

水害・土砂災害に強い地域づくり計画の検討

虎姫地区水害に強い地域づくり計画WG 村居田地区水害に強い地域づくり計画WG

避難行動に役立つ河川防災情報の作成 水害リスクの高い地区を対象として、効果的な減災対策の検討 土砂災害リスクの高い地区を対象として、効果的な減災対策の検討

上丹生地区土砂災害に強い地域づくり計画WG

第
６５
回

H25
6/2

H25
6/27

第
６６
回

米原市上丹生地区防災訓練

・防災避難訓練の実施

・砂防出前講座の実施

第1回防災マップ作成ワークショップ

・上丹生地区防災マップの方向性の検討

第2回防災マップ作成ワークショップ

・上丹生地区防災マップの作成

第
６７
回

H25
7/20

第
６８
回

第
７０
回

第
７４
回

第
７５
回

H26
8/27

H26
10/21

H26
12/11

H27
2/17

H27
3/9

H27
3/24

第
７６
回

第
６
回

第
７１
回

H26
10/26

第
７２
回

H26
11/26

第
６９
回

H26
10/3

第
７３
回

H26
12/6

第1回 村居田地区水害に強い地域づくり計画WG
・流域治水の推進に関する条例の説明

・今後のWGでの実施内容に関する協議

第1回河川防災情報ＷＧ　(長浜市)
・協議会の概要、目的、検討経緯
・避難体制時、避難勧告等の発令時における課題
・防災情報ＷＧにおける今後の方向性の検討

第2回河川防災情報ＷＧ　(米原市)
・協議会の概要、目的、検討経緯
・避難体制時、避難勧告等の発令時における課題
・防災情報ＷＧにおける今後の方向性の検討

第3回 村居田地区水害に強い地域づくり計画WG
・とどめる対策についての意見交換
・そなえる対策についての意見交換
・自主防災組織の体制の確認
・防災訓練の課題の確認
・住民の防災意識向上に向けた取り組みの意見交換

虎姫地区説明会
・流域治水の推進に関する条例の説明
・水害に強い地域づくりの進め方の説明

第2回 村居田地区水害に強い地域づくり計画WG
・とどめる対策の実施内容の協議

・今後のWGでの実施内容に関する協議

村居田地区避難訓練
・組ごとの避難訓練（点呼確認）の実施

虎姫地区宮部自治会出前講座
・流域治水の推進に関する条例の説明
・水害に強い地域づくりの進め方の説明

今年度の検討結果のとりまとめ、今後の展開（案）について協議

・平成23年度～平成26年度の検討結果を報告し、了解を得る。また、今後の展開（案）について、本協議会で検討することの承認を得る。

こ
れ
ま
で
の
成
果

今
後
の
展
開
（
案
）

・統合型水理モデルの再構築

・水位関係表の検討および精度向上

・簡易量水標の検討

・周知用看板の検討

・水害文化情報等の整理

・避難勧告等の発令判断支援資料（案）作成(姉川・高時

川、天野川)

・簡易水位計、簡易量水標、周知用看板の設置
・ＤＩＧによる課題抽出と対応策の検討
・「村居田水害時の道しるべマップ～避難ルール版～」作
成

・「村居田地区水害に強い地域づくり計画」作成
・まるごとまちごとハザードマップの設置
・聞き取り調査、まるまち標識、簡易量水標など）をWGメ
ンバー以外の他の住民にも広く知ってもらえるような「発
表の場」を開催（県･市）

・出川におけるカメラの設置（市）
・家屋測量の実施（県）

・ＤＩＧによる課題抽出と対応策の検討

・ハザードマップ(案)作成(長浜市上草野地区、長浜市湖北町山本地区、米原市梓河内地区)

・上丹生地区を選定してワークショップを開催し、土砂災害ハザードマップを作成

・｢手作りハザードマップ作成の手引き(案)｣の作成→長浜市防災自主事業としての展開

・「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン

（案）」の改訂を踏まえて、避難勧告等を適切なタイミ

ングで適切な範囲に対して発令できるよう検討

・防災体制や避難勧告、住民の避難行動、県や気象台との

連携等の課題に対して、優先度の高いものから検討を実

施

・村居田地区住民ＷＧをベースに、避難体制などの“そなえ

る”対策のバージョンアップを実施

・浸水警戒区域の指定を踏まえて、家屋調査等を活用して

「水害に強い地域づくり計画」の作成

・住民の意識向上のための防災訓練や図上訓練の実施

・長浜市上草野地区を対象に、体験をテーマとしたワークショップの開催し、避難に関する課題を抽出（県･市）

・地区避難計画の策定(長浜市上草野地区、米原市梓河内地区)（市）(避難所見直し、避難判断の目安検討、要援護者支援具体

化なども含む)

・避難訓練を通じた地区避難計画の検証（米原市上丹生）と改善

・土砂災害に強い地域づくりＷＧの展開

・「水害に強い地域づくり」の“きっかけ”づくりとして、各

自治会で出前講座を実施し、各自治会および虎姫地域全体

での避難体制や安全な住まい方等の検討を推進

・簡易水位計、簡易量水標、周知用看板の設置

・ＤＩＧによる課題抽出と対応策の検討

・「虎姫地区水害に強い地域づくり計画」(素案)作成

・大井町の水位換算表および周知用看板の修正

第
６９
回

H27
3/16

虎姫地区説明会
・流域治水の推進に関する条例の説明
・水害に強い地域づくりの進め方の説明
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水害・土砂災害に強い地域づくり協議会の検討経過 
■平成25年度～平成26年度の検討成果概要  
平成 25 年度及び平成 26 年度も「水害・土砂災害に強い地域づくり」を目指して、学識経験者、関係市町

の間で活発に議論が行われた。平成 26 年度は、虎姫地区で出前講座を開催した。また、村居田の水害に強

い地域づくりを進めるとともに現地測量を実施して「とどめる対策」の検討を開始した。 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
上丹生地区で防災訓練とともに出前講座を実施した。また、ワークショップ形式で地元協議会を 2 回開催

して、地域住民の意見を反映した「上丹生地区防災マップ」を作成した。 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
虎姫地区において「流域治水の推進に関する条例」及び「水害に強い地域づくり」の進め方について出前

講座を実施した。宮部町では、来年以降 ２，３年かけて地域防災計画を策定する予定である。 
・H26.10.3 虎姫地区説明会 

・H26.12.6 虎姫地区宮部自治会出前講座 
・H27.3.16 虎姫地区説明会 

 
平成 26 年に「村居田地区 水害に強

い地域づくり計画 WG」を再開した。

自主防災組織の現状や課題を抽出する

とともに、家屋の現地測量を実施する

等、「どどめる対策：住まい方のルール

の検討」の検討も開始し、浸水警戒区

域の指定を含めた「水害に強い地域づ

くり計画」の策定を目指す。 

 

 
 
滋賀県流域治水条例の概要と村居田

地区の水害リスクの現状を説明し、今

後の検討課題を共有した。 

 
 

「住まい方のルールの検討」

のひとつとして、居住家屋の

床面標高を測量調査（事前調

査）するとともに、水害リス

クに対する理解を深めてい

ただけるよう、地先の安全度

マップの解析結果データを

提供した。 

 
 

家屋測量結果等を踏まえて、とどめる対策の協

議を実施した。また、自主防災組織の体制につい

ての確認や課題抽出を実施した。地区で実施した

防災訓練（点呼確認）における課題にについても

協議した。 

さらに、住民を対象とした防災に関するアンケ

ート調査を実施することとなった。 
 

図 湖北圏域・土砂災害に強い地域づくり協議会の構成 

上丹生地区 土砂災害に強い地域づくり計画 WG（平成 25 年） 

第 1 回村居田地区水害に強い 
地域づくり計画 WG(H26.8.27) 

村居田地区 水害に強い地域づくり計画ＷＧ（平成 26 年度） 

【協議会】
京都大学防災研究所、副市長

琵琶湖河川事務所、県関係機関の長

きめ細かい河川防災情報の提供に

関する検討

【河川防災情報WG】

水害に強い地域づくり計画の検討

【水害に強い地域づくり計画WG】

土砂災害に強い地域づくりに関する検討

【土砂災害に強い地域づくりWG】

【実行委員会議】
関係機関の担当者レベル

行政、住民 行政、住民

虎姫地区WG 村居田地区WG

大井町

上草野、山本、梓河内、上丹生

行政

河川防災情報WG

長浜市地域防災力 

事業の取り組み 

第 2 回村居田地区水害に強い地域づくり計画 WG(H26.10.21) 

第 3 回村居田地区水害に強い地域づくり計画
WG(H27.2.17) 

虎姫地区での出前講座の実施（平成 26 年度） 

避難訓練の実施(H25.6.2) 出前講座の実施(H25.6.2) 

ワークショップの状況(H25.7.20) 作成した防災マップ 
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■河川防災情報ＷＧ：きめ細かい河川防災情報の提供に関する検討 

(1) 平成 26年度の検討成果概要(1/3) 河川防災情報ＷＧ 

検討内容 検討成果 （１）水位関係表の精度向上 

■検討目的 
一級河川姉川・高時川は水防法に基づく洪水予報河川に指定されており、洪水予報

を行う基準地点として 5 箇所の水位観測所が設定されている。ここで、洪水予報は一

連区間のネック箇所(流下能力最小箇所等)を対象に川全体として発表されているが、

ネック箇所以外においては大きく安全側の設定となり、現場の実情と大きく乖離する

問題がこれまでの市への調査で顕在化してきている。一方で、洪水時に各市や沿川自

治会が巡回する箇所についても、流下能力不足箇所だけではなく、地元が昔から経験

的に把握している箇所であることも分かってきた。 

以上の現状と課題を踏まえ、市における避難勧告等の発令判断および地元住民の日

頃からの水害への備えに役立てることを目的とした「きめ細かい河川防災情報の提

供」の整備を進める。水位周知河川である天野川においても、同様の整備を進める。 

 
【きめ細かい河川防災情報の整備メニュー】 
①経験的危険箇所における防災情報充実（水位関係表、水位観測による精度向上） 

②分かり易い表示指標整備（簡易量水標設置、周知用看板設置、広報用ビラ作成） 
③避難勧告の発令判断支援（地区別避難判断基準の設定） 

●きめ細かい河川防災情報等の整備メニュー 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
■検討フロー 

 

・ これまでに引き続き、姉川・高時川、天野川で河川防災情報の整備メニューについて検討した。 
・ 水位関係表の精度向上を目的とし、平成 23 年に設置した 7 箇所について簡易水位計による水位観測を行い、検証を行った。その結

果、出水時の観測データが不十分であることから、水位関係表の見直しは実施していない。 
●簡易水位計の位置図 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
●水位関係表の検証 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

人的被害有り

水位観測所受持区間
におけるネック箇所

水位観測所

人的被害無し

地区別避難判断基準の設定

簡易量水標の設置
 

周知用看板の設置
（水位関係表の作成）

経験的危険箇所

○○川洪水予報
(川全体として発表される)

 
今年度の検討方針について意思統一 

姉川・高時川および天野川において、市町における避難勧告等の発令判断および地元住民の日頃

からの水害への備えに役立てることを目的とした「きめ細かい河川防災情報の提供」を整備する。 

①経験的危険箇所等における 
情報提供 

・水位関係表の作成 
・簡易水位計の設置 
・水位関係表の精度向上 

②分かり易い表示指標整備 

・簡易量水標の設置 
・周知用看板の設置 
 

③避難勧告の発令判断支援 

・地区別氾濫特性の把握 
・地区別避難判断基準の設定 

避難勧告等の発令判断支援資料(案)の改訂 

・過年度作成した避難勧告等の発令判断支援資料(案)に上記成果を反映する 

T-1 高時川の姉川合流点上流：H26/7/28～29 A-6 旧大井橋：H25/9/17～20 

-3

-2

-1

0

1
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3

4

5

2012/9/16

12:00

2012/9/17

0:00

2012/9/17

12:00
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0:00

2012/9/18

12:00

2012/9/19

0:00

2012/9/19

12:00

2012/9/20

0:00

2012/9/20

12:00

日時（10分間隔）

水
位

計
水

位
（
m

）

簡易水位位（ｍ）

換算値（m）

該当断面

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

5

6

2013/7/28 0:00 2013/7/29 0:00 2013/7/30 0:00 2013/7/31 0:00 2013/8/1 0:00 2013/8/2 0:00

水
位

計
水

位
（
m

）

日時（10分間隔）

簡易水位位（ｍ）

換算値（m）

該当断面

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

5

2013/9/15 12:00 2013/9/16 0:00 2013/9/16 12:00 2013/9/17 0:00 2013/9/17 12:00

水
位

計
水

位
（
m

）

日時（10分間隔）

簡易水位位（ｍ）

換算値（m）

該当断面名

簡易水位計設置箇所 

高時川【T-1 地点】 高時川【T-9 地点】 姉川【A-6 地点】 

高時川【T-3 地点付近】 姉川【A-1 地点】  姉川【A-13 地点】 

 

天野川【AM-2 地点】 

 

  

 

AM-2 息長橋付近：H26/9/15 
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■河川防災情報ＷＧ：きめ細かい河川防災情報の提供に関する検討 

(1) 平成 26年度の検討成果概要（2/3） 河川防災情報ＷＧ 

検討成果 （２）避難体制時、避難勧告等の発令時における課題 

・ 避難体制時、避難勧告等の発令時に、長浜市、米原市が抱える課題について抽出した。これらの課題を踏まえて、対応策(案)と具体的なイメージを検討した。 

●湖北圏域における水防災上の課題と対応策(案) その① 
 

課題 関連市 対応策（案） 具体的イメージ 
水害協での取組対象(案) 

次年度以降 

防情WG 地区WG 

災害対策本部を立ち

上げと運営 

・災害対策本部の立ち上げはなし。 

・新庁舎に移転したことにより、災害警戒本部を立ち上げた際の職員の待機スペースが確保できた。 

長浜市 災害対策本部の立ち上げと

運営 

・今後災害時に災害対策本部を立ち上げ、運営することで課題を

抽出し、対応策を検討   

職員の参集 ・合併による市域の拡大により、職員によっては、職場が自宅から遠方となり、参集に時間がかかる。 

・役割分担は一定出来ているので、台風のような災害発生の予想ができる場合は問題ないが、局地的

集中豪雨に対しては対応策について検討する必要がある。雨量計と連動した参集メール等の自動シス

テム、遊水地等による氾濫低減（時間稼ぎ）等を行えると効果的ではないかと考える。 

長浜市 効果的な初動体制の検討 ・遠方職員を含めた初動訓練の実施 

・局地的集中豪雨に効果的な自動システムの検討 
  

・夜間、休日の対応方法については、検討の余地がある。災害警戒本部では幹部までの招集であり、災

害対策本部設置で全職員を招集する。 

・災害対策本部の設置が夜間・休日となった場合は、職員参集が難しい面がある。 

・平成 25 年台風 18 号においては、早朝の大雨特別警報の発令を受けて全域に避難勧告を発令（広域

避難所 30 箇所と避難所全箇所を開設）したが、職員参集が間に合わず、避難所の開設作業と職員参

集が同時並行で進められた。 

米原市 

 

夜間、休日の効果的な参集

方法の検討 

・夜間、休日の参集、災害対策本部立ち上げを想定した訓練の実

施 

 
  

人員配置 

 

・広大な市域のため、災害対策を行う時間が長期化し、職員の災害対応にかかる時間も長時間となる。 長浜市 災害時の人員確保の検討 ・災害時に必要となる作業と必要となる人員の再整理 

・訓練の実施   ・警戒体制が長期化した際の人員ローテーションについて検討不足。 

・体制上は班分けまで行っている。避難所と職員の関連付けまでは行っていない。 

米原市 

自主防災組織の活

動状況を把握 

・年１回、自治会に対しアンケート調査を行うことで、把握に努めている。 

・ただし、回収率は５～６割程度。防災意識の差が大きいと感じている。 

長浜市 アンケート調査の継続 ・アンケート調査等を活用した自主防災組織の啓発 
 ● 

・94％設置しているが、自主防災組織の活動状況まで把握はしていない。 

・米原市では、自治会（集落）単位で消防団を設置しており、地域住民とのつながりを確保している。この

ことから、消防団を起点にした活動を実施している。 

米原市 自主防災組織の活動内容の

把握と啓発 

・自主防災組織、消防団も含めたアンケート等を用いた活動状況

の把握  ● 

県との情報共有 ・災害時における危険箇所等の情報共有をはじめ、今後、協議が必要と考えている。 

・湖北管内県事務所において各市に連絡員の派遣体制が整備されている。連絡員に期待するところが

大きい。 

・県庁から被害情報のシステム入力を求められているが、実際に被害が発生した場合、手が回らなくな

ることが予想される。連絡員での対応が可能であれば、お願いしたいところであり、パソコンなどの準備

を進めていく予定である。 

長浜市 情報連絡員の必要となる職

務の検討 

・災害時の状況を考慮した情報連絡員の必要となる職務の検討 

・情報連絡員を含めた訓練の実施 

・情報連絡員へのヒアリング調査の実施 

●  ・情報連絡員を通じて、近隣や県下の対応状況、被害状況を逐一知らせてもらうことで、市の対応に反

映していけることがあると考える。 

・湖北管内県事務所から各市に連絡員の派遣体制が整備されている。連絡員の活動に期待する。 

・連絡員の役割は市の状況を県に報告することであるが、県の情報を市に提供することも役割のひとつ

に加えてほしい。 

・体制時においては、災害対策活動に専念したく、報道機関の窓口を県で一括して対応していただきた

い。 

米原市 

気象庁との情報共有 ・情報共有の点については、不安は感じないが、警報等が発令されるタイミングが一定していない（近

年、すごく早めにでる）ように感じる。 

・市の体制整備は、気象予警報をきっかけに動くように計画していることから、警報発令の方法を急に変

えられていることに困惑している。今後も予防的な発令が続くようであれば、体制について検討する必

要もあると考える。 

・長浜市は、合併によって管轄範囲が大きく広がった。降雨傾向の特徴が地域によって異なることから、

発令単位を北部と南部に分割するように要望している。 

長浜市 課題の共有・連携強化 ・湖北圏域の課題について、現状を伝え、今後の対応策について

協議する。 

・必要に応じて、気象台からも各会議に参加していただく。 

●  

・システムが充実し必要な情報を得やすい環境が整ってきたが、危険が差し迫っているときや特に注意

が必要な状況が予想されるときなどは、気象台からアプローチをお願いしたい。 

米原市 

消防、自主防災組

織等との情報共有 

 

・市民からの情報提供としては、もっぱら電話によるものが主であるが、現在、旧町単位で支所があるこ

とから、市民から電話は分散されている。 

・今後、支所の人員削減や閉鎖等があれば、本部に集中することが予想される。 

長浜市 情報共有を図る人員確保の

検討 

・今後の人員体制の変化を踏まえて、消防や自主防災組織との情

報共有を図る人員の確保策の検討 

・訓練の実施 
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■河川防災情報ＷＧ：きめ細かい河川防災情報の提供に関する検討 

(1) 平成 26年度の検討成果概要（3/3） 河川防災情報ＷＧ 

検討成果 （２）避難体制時、避難勧告等の発令時における課題 

●湖北圏域における水防災上の課題と対応策(案) その② 
 

課題 関連市 対応策（案） 具体的イメージ 
水害協での取組対象(案) 

次年度以降 

防情WG 地区WG 

防災資器材 ・防災資機材については、現在、必要数量の確保に向け、購入等を行っている途中である。 

 ※合併後に、見直しをおこなったため。 

・現時点では防災資機材を住民等へ配布することは想定していない。 

・平時における活動として、自主防災組織の防災資機材購入に対する補助制度を運用している。 

長浜市 防災資器材の課題について

の把握 

・今後災害時に、課題を抽出し、対応策を検討。 

 
  

・防災資機材を配布については、広域的に被害が発生した際は、配送車両が不足する。 米原市 資器材の配布方法の検討 ・災害時のみではなく、普段から資器材を配布する等の配送車両

の不足を避ける方策の検討 

・自主防災組織との連携 
  

防災情報の発信 

 

・市域が広く、パトロール員として地域に精通した職員を確保することが年々、難しくなってきている。 

・簡易量水標は、明確なルールに基づく活用は行っていないが、地域住民の判断に一定の目安にはな

っている。 

長浜市 地域に精通した人員の確保 ・支援資料等を活用した学習、訓練の実施 

・自主防災組織との連携   

・防災行政無線が老朽化している。 

・避難勧告等は、水位観測所の水位により発令しており、簡易量水標は活用していない。 

米原市 情報発信の多様化 ・防災行政無線の更新 

・効果的なメール、HP、ケーブル TV 等を用いた防災情報の発信

の検討 
  

避難行動 

 

・準備情報等の発令に対し、必ずしも全ての住民が避難する訳ではない。 

・避難所で必要となる物資（水、食料等）を、避難時にもってでる市民がほとんどいない。 

長浜市 意識啓発 ・地域ごとの出前講座も含めて、住民の防災意識向上のための取

り組みを継続する。 

  

・避難の支援の際、職員が不足する。 

・避難勧告は、全域に発令したが、実際の避難者は少なかったことから、市民等から指摘を受けた。現

在は、発令にかかる手順、方法を見直し、地域防災計画に反映したところである。 

・避難者については、避難時の食料を市に期待する方がほとんどであった。台風による水害について

は、ある程度の予測が可能であることから、食糧支給は行わないことを伝えている。しかし、意識の浸

透に時間がかかっており問題視している。 

米原市 

避難所・避難場所 

 

・避難所の空きスペースの不足により、十分に物資が保管できず、開設にあたっては、ある程度の物資

を搬送している。 

長浜市 

 

避難所における協働体制の

検討 

・自助、共助、公助の観点から、避難所対応に関する役割分担の

検討 

 ● ・台風１８号のように、全ての避難施設を開設する必要が生じた際は、職員配置に一定の手間を要し開

設が遅れる可能性がある。 

・県の施設が２ケ所ある。 

米原市 

要支援者への対応 

 

・「長浜市災害時要配慮者見守り支え合い登録制度」に登録されている支援者を中心として、同制度支

援者（市民）および健康福祉部にて対応することとしているが、年々高齢化率が上昇し、地域間の支援

する力の差が広がっている。 

長浜市 避難行動要支援者の支援体

制の構築 

・水害・土砂災害に強い地域づくりの取り組みに合わせた支援体

制の検討 

・避難訓練の実施   
・個別の避難計画策定が進んでいないほか、自治会ごとで温度差も感じる。 

・市バスも活用しているが、準備に時間を要する。 

米原市 

発令判断支援資料 

 

・避難勧告等を発令する範囲について、おおよそ絞りこみを行うためにも、 地先度安全度マップのよう

な重ね合わせによる最大ではなく、溢れやすい場所とその際に想定される浸水範囲と浸水深につい

て、複数用意してもらい、ある程度パターン化されていると、より活用しやすくなると考える。 

長浜市 わかりやすい避難判断支援

資料(案)の作成 

・1/10 確率降雨の「地先の安全度マップ」等から、浸水する頻度が

高い場所を示す等して、支援資料(案)を更新する。 

・支援資料(案)内容を住民の出前講座で活用 ●  

・住民への周知。 米原市 

車による避難 ・降雨時ということもあり、避難所まで車両で避難する市民が多く、駐車場が混乱した。 長浜市 車で安全かつ確実に避難で

きる方策の検討 

・車避難の現状把握 

・車避難が適する地域か否かの検討(徒歩避難原則) 

・車による避難を実施する道路利用ルールの検討 
  

 (2) 今後の展開(案) 河川防災情報ＷＧ 

・平成 26年 12 月に実施した水防災に関する市への聞き取り調査では、防災体制や避難勧告、住民の避難行動、県

や気象台との連携等に関して多くの課題が挙げられた。これら市が抱える課題については、次年度早々に、再度、

市担当者と具体的な打開策等を探り、優先度の高いものから取り組む。 

・平成 27年度以降は、近年の台風や豪雨の発生による避難行動に関する課題や避難勧告等に関するマニュアルの改

定等を踏まえて、次の取り組みを進める。 

・内閣府より「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（案）」が平成 26 年 4月に改訂され、国土交

通省では、洪水に係る避難勧告等の発令判断の目安を「越水」「浸透（漏水）」「浸食」に分けて設定（見直し）す 

るように通知されている。その後、国が行っている設定方法について示されたので、今後、県で管理体制

等の検討を進める予定としており、市が避難勧告等を適切なタイミングで適切な範囲に対して発令できる

よう支援を行う。 

・また、平成26年 12月に実施した水防災に関する市への聞き取り調査では、防災体制や避難勧告、住民の

避難行動、県や気象台との連携等に関して多くの課題が挙げられた。これら市が抱える課題について優先

度の高いものから取り組む。 
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■水害に強い地域づくり計画ＷＧ 

（1）平成 26年度の検討成果概要 水害に強い地域づくり計画ＷＧ 

検討内容 検討成果  

■概要 

米原市村居田地区を対象に平成 22 年度に立ち上がった「村居田地区 水害に強い地域づくり計画 WG」を本年度再開

した。ここでは「水害に強い地域づくり計画」の策定を目指して、地域における自主防災組織の体制、課題等を抽出

した。また、平成26年度には「とどめる対策」の検討を開始し、浸水警戒区域の指定を含めた「水害に強い地域づく

り計画」の策定を目指している。 

■ＷＧの構成 

平成 22 年度に住民代表、米原市、滋賀県らで構成する「村居田地区水害に強い地域づくり計画ＷＧ」(以下、村居

田 WG という)を設置した。この WG では、避難ルールづくりをはじめとした、水害に「そなえる」対策について検討

を行ってきた。 

 
自治会 自治会長、副自治会長経験者等 10名 

京都大学防災研究所 社会防災研究部門  

米原市 防災危機管理局、建設課  

湖北環境・総合事務所 総務課 防災・県民担当  

国土交通省 

琵琶湖河川事務所 
  

滋賀県長浜土木事務所 河川砂防課  

滋賀県 防災危機管理局、流域治水政策室  

 

●平成22年度 

平成 22年度 

H22.10.29 ・村居田地区聴き取り調査 

第 1回 WG：H22/12/10 
・具体的な取り組み内容 

・氾濫シミュレーションによる水害リスクの把握 

第 2回 WG：H23/2/7 ・減災対策による被害軽減効果の評価（行政のみ） 

第 3回 WG：H23/3/3 

・現地調査および地盤高測量の実施（地区の避難の

ための基礎情報とするために詳細な地盤高情報

を取得） 

●平成23年度 
平成 23年度 

第 1回 WG：H23/7/26 

・絆マップへの情報の追加 

・まるごとまちごとハザードマップの設置について 

・出川の簡易量水標の設置について 

・周知用看板（市道橋と伊吹橋の水位関連付け）の

設置について 

第 2回 WG：H23/10/7 

・避難ルート案について 

・まるごとまちごとハザードマップの設置候補箇所 

・簡易量水標の設置箇所について 

・周知用看板案について ・現地確認 

第 3回 WG：H23/11/27 
・水害図上訓練 

（出前講座、意見交換、現地確認、発表） 

第 4回 WG：H23/12/20 

・避難ルールづくり 

・まるごとまちごとハザードマップ 設置箇所現地

確認 

・出川 簡易量水標の設置イメージ 

・姉川市道橋 周知用看板案イメージ 

第 5回 WG：H24/2/3 
・避難ルールづくり 

・村居田地区 水害に強い地域づくり計画（素案） 

●平成24年度 

平成 24年度 

第 1回 WG：H24/9/21 
・11月開催予定の住民説明会に先立ち、説明内容

と当日の流れを確認 

第 2回 WG：H24/11/23 

・住民を集めてこれまでの成果を報告 

・各組に分かれて避難マップについての意見交換を

実施 

第 3回 WG：H25/3/7 
・平成 22年から約 2年半にわたり行ってきた様々

なＷＧ活動の一区切りとしてまとめを行った 

●平成26年度 

平成 26年度 

第 1回 WG：H26/8/27 
・流域治水の推進に関する条例の説明 

・今後の WGでの実施内容に関する協議 

第 2回 WG：H26/10/21 
・とどめる対策の実施内容の協議 

・今後の WGでの実施内容に関する協議 

第 3回 WG：H27/2/17 

・とどめる対策、そなえる対策についての意見交換 

・住民の防災意識向上に向けた取り組みの意見交換 

・自主防災組織の体制と課題の抽出 

・住民の防災意識向上に向けた取り組みについての

協議 

・住民対象のアンケート調査の実施の決定 

 
 

 
 
 
 
 
 

 

H23 第 4回 WG・現地確認

（まるまち設置箇所案）

H24第 2回 WG・報告会

H23 第 3回 WG・水害図上訓練

村居田地区聴き取り調査

H26 第 3回 WG 

H26 第 1回 WG 
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■水害に強い地域づくり計画ＷＧ 

（2）今後の展開(案)1/2 水害に強い地域づくり計画ＷＧ 

[米原市村居田地区] 

・平成 26 年 3 月「滋賀県流域治水の推進に関する条例」の制定を受け、浸水警戒区域の指定を踏まえたモデ

ルケースとして、”そなえる”対策の更新と安全な住まい方のルールを検討するため、平成 26 年度より取り

組みを開始した（第２期ＷＧ）。平成 27 年度以降は次の取り組みを進める。 

・村居田地区住民ＷＧをベースにして、平成 26 年度に確認した課題等の検討により避難体制などの”そなえ

る”対策について、バージョンアップを図る。更に、浸水警戒区域の指定を踏まえた安全な住まい方を検討

するために実施した家屋調査等を活用して、平成 27 年度以降も取り組みを進め「水害に強い地域づくり計

画」を作成する。 

・併せて、住民の意識向上のための防災訓練や図上訓練などを企画し、住民が主体となった取り組みへの誘導

を行う。 

 

 

 

 
 

 
 

 

[長浜市虎姫地区] 

・虎姫地域では、平成 26 年度より各自治会で「水害に強い地

域づくり」の取り組みを進めるための“きっかけ”づくりと

して各自治会で出前講座を開催することとしている。この取

り組みを平成 27 年度も進め、各自治会および虎姫地域全体

での避難体制や安全な住まい方などの検討を進めることと

する。 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
[長浜市中心街（米川付近）] 

・長浜市中心街（米川付近）については、短時間の豪雨で頻繁に浸水が発生することから、ハード対策での検

討を進めているが、ソフト対策（雨量と水位の関係性の検証による地域ルールの検討など）についても検討

を進める方向とする。 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

【 STEP 2 】洪水時避難計画の検討
訓練で出た意見・課題に対して解決策の検討

アウトプットとして洪水時避難計画を作成

【 STEP 3 】洪水避難訓練
「いざ！」という時に備えて訓練を実施

避難計画の検証、見直し

【 STEP 1 】水害図上訓練
地域の強み、弱み、課題等を抽出

現地確認により危険箇所、避難経路を確認
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■水害に強い地域づくり計画ＷＧ 

（2）今後の展開(案)2/2 水害に強い地域づくり計画ＷＧ 

[長浜市北部地域] 

・長浜市北部地域においては、特に水害リスクの高い地区を対象とし、「水害に強い地域づくり」の取り組みを

平成27年度より進めることとする。 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

[米原市] 

・米原市内の特に水害リスクの高い地区については、「水害に強い地域づくり」の取り組みを平成 27 年度より

進める方向で検討する。 

 

■土砂災害に強い地域づくり計画ＷＧ 

今後の展開(案) 土砂災害に強い地域づくり計画ＷＧ 

・長浜市および米原市において、土砂の取り組み地区を選定し、取り組みを開始する方向で検討を進める。 

まずは、きっかけづくりとして、出前講座や図上訓練を実施する。 
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